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年 度 合併件数 合併組合数 うち専門農協 年度末組合数 前年比増減 備 考
1960 - - - 12,050 -
1961 137 541 6 ll.586 △ 3.9 農協合併助成法施行
1962 210 912 10 10,813 ･△ 6.7 1961.4.1- 1966.3.31
1963 216 967 12 10,083 △ 6.8
1964 237 1,066 18 9,135 △ 5.4
1965 578 2,599 34 7,320 △ 19.9
1966 35 135 15 7,209 △ 1ー5 1966.5.9- 1969.3.31
1967 58 169 3 7,074 △ 1.9 法第1次改正
1968 218 829 8 6,470 △ 8.5
1969 99 378 7 6,185 △ 4.4 1970.5.23- 1972.3.31
1970 42 162 2 6.049 △ 2.2 法第2次改正､自主合併
1971 102 439 5 5.688 △ 6.0
1972 101 393 2 5,488 △ 3.5 1972.3.22- 1975.3.31
1973 67 286 4 5,198 △ 5.3 法第3次改正
1974 119 434 0 4.942 △ 4.9
1975 60 225 5 4,803 △ 2.2 1975.3.31- 1978.3.31
1976 25 65 0 4,763 △ 0.8 法第4次改正
1977 56 160 3 4.657 △ 2.2
1978 53 148 1 4,583 △ 1.6
1979 ll 32 1 4,546 △ 0.8
1980 18 54 3 4,528 △ 0.4 1980.3.21- 1982.3.31
1981 35 85 0 4,473 △ 2.2 法第5次改正






















































































































































































































































































































年 度 農協総数 500戸未満 3000戸以上 B/A C/A(A) (B) tc)
1969 6,083 2,555 238 42.0 i.9
1970 5,996 2,501 232 41.7 3.9
1971 5,799 2.345 235 40.4 4.1.
1972 5,485 2,095 268_ 38.2 4.9
1973 5,267 1.949 286 37.0 5.4
1974 4,991 1,782 301 35.7 6.0
1975 4,765 '1,634 316 34.3 6.6
1976 4,716 1.621 318 34.4 6.7
1977 4,648 1,593 314 35.0 6.8
1978 4,535 I.514 332 33.4 7.3
1979 4,519 1,504 332 33.3 7.3
1980 4,488 1,500 331 33.4 7.4






























































































































































































































































































































































































































1組合員平均(千円) 1組合平均 (百万円) 全国構成比(52年度末X%)
合併組合 未合併組合 合併組合 未合併組合 合併組合 末合併組合
事業刺用高 貯 金 額 1,723 2,127 5.644 1.323 68.0 32.0
長 期 貸 付金 額 627 573 3.054 609 67.7 32.3
販 売 額 628 466 2,043 228 67.0 33.0
購 売 顎 400 313 1,302 194 68.4 31.6
長期共済保有高 (908) (805) (25,843) (7.000) 73.6 26.4
指 導 事 業 費 ( 7) ( 7) ( 14) ( 5) 69.6 30.4
≠教科 販 売 事 業 - - 1,79% 1.83% - -
購 貝 事 業 - - 10.88 12.02 - -
系 統 販 売 事 業 - - 93.9 92.7 - -
利用率 購 員 事 業 - - 76_4 70.3 - -
貯 貸 率 - - 54.1 46.1 - -
紐 農 協 数 - - (1,956組合) (2,595組合) 43.0 57.0
級 正 組 合 員 数 (2,501 人) ( 447 人) 71.9 28.1







































































合 末台併組合 合 計
調 査 組 合 1,890 2,830 4.720
調 査 組 合 数 40.0 60.0 l ⊥oo
構 正 組 合 員 数准 70,9 29.1 10066.5 335
成 職 員 数貯 金 額 69.7 30.3 10052 48
比 貸 付 金 額販 売 65.1 34.4 10049 51
(%) 慧員 {慧 …冨 67.4 32.6 10021 79
長期共済保有高 73.9 26.1 100
正 貯 金 額 2,377 2,738 2,491
級A 貸 付 金 額 1,260 1,423 1,312
口良 販 売 額 738 860 777












































































































































組 合 員 1人 当 り出資金 120.9 107.4
固 定 比 率 Ⅰ 100.4 67.9
内 部 運 用 比 率 △ 2.3 0.2
貯 貸 率 36.9 36.9
組合 員 1戸 当 り貯金 街 6,070 4,481
組合員 1戸当り貸付金額 2,313 1,693
組合員1戸当り長期共済保有高 22,957 24,593
正組合員 1戸当り購買額 910 712
正組合員 1戸当り販売額 1,986 1,020
信 用 事 業 利 鞘 1.93 2.12
販 売 事 業 手 数 料 率 2.30 1.99
購 買 事 業 手 数 -料 率 ll.33 ll.15
金 融 事 業 総 利 益 割 合 57.8 59.3
事 業 管 理 費 比 率 82.4 86.0
労 働 分 配 率 59.5 66.2
人 件 費 比 率 72.2 .77.0
担 当職 員 1人 当 り貯 金 440,547 360,613
担当職且1人当り貸出金 167,897 136,225
担当温良1人当り購買街 51,587 44,734
担当職員 1人当り販売額 355,717 258,087
販 売 事 業 系 統 利 用 率 91_19 96.15
購 買 事 業 系 統 利 用 率 73.16 80.88
輯 農林水産省経済局農協課F昭和57事業年度農協
経営分析調査報告書』による｡
まず,損益関係｡事業量の基礎をなす組合員1
戸当り利用高は長期共済保有高を除く,貯金,質
出金,購買,販売のいずれも,小規模農協が優っ
ている｡収益性の基礎をなす利鞘,手数料率では,
利鞘は特大規模組合が優っているが,購買,販売
手数料率は小規模組合が優っており,特大規模組
合は十分な手数料を取得することができない｡事
業総利益の構成では特大規模組合において,金融
事業総利益の割合が小規模組合と比べて,や早高
い｡｢採算のよい部門への重点移行｣と云あれるゆ
えんである｡
部門別損益はいずれの規模の組合も,金融事業
は黒字であり,その他の事業は赤字である｡主要
な収益性比率では,事業管理費比率(事業管理費/
事業総利益),労働分配率 (人件費/事業総利益)
および人件費比率 (人件費/事業管理費)のいず
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れも,特大規模農協が高く,小規模農協が優って
いる｡しかも常勤役職員1人当り人件費は,小規
模農協が特大規模農協よりも多いのであるから,
特大規模農協は事業総利益の取得において劣勢に
あると云える｡
つぎに財務関係｡農協と農家の関係をしめす指
標である,正組合員1戸平均の払込済出資金は,
小規模組合がはるかに多い｡そして固定資産 (外
部出資をふくむ)にたいする自己資本の充足状況
をしめす固定比率も,小規模組合は100%をこえて
いて,特大規模組合に比べてはるかに高い自己資
本の充足ぶりをしめしている｡その限りでは小規
模組合の財務は特大規模組合と比べてより安定的
である｡しかし,特大規模組合が自己資本額を超
えた固定資産を取得していることは,その積極的
な設備投資の傾向をしめし,また,他人資本導入
の受信能力の高さをしめすことを評価しなくては
ならない｡これは合併による経営基盤の強化,つ
まり資本集積そのものに随伴する効果である｡
第4,役職員の責任体制.前出 F成果と課題j
l土合併農協において,優秀な職員の採用,組合員
数と比べた職員数の増加による濃密なサービスの
提供がはかられ,他方では経営管理能力の低さ,
事業体制の不備なことを指摘している｡これは幹
部役職員の経営管理能力の低水準のために,優秀
な職員,充実した職員配置にもかかわらず実効が
あがらないことを示唆するものである｡それを端
的にしめすのが,労働生産性比率,つまり担当職
員1人当り取扱高が,小規模組合が優り,特大規
模農協が劣っていることである｡
これを云い換えると,特大規模組合における幹
部役職員の劣悪な責任体制である｡この責任体制
は道徳的意味のものでなく,経営管理能力に裏う
ちされた責任体制である｡合併によって成立した
大規模農協において,より強化された経営基盤に
照応した経営方式,経営管理体制,経営管理能力
と云った上部構造が成立しないならは,結果的に
は不可避的に無責任体制に落ち込むことになる｡
上述した財務 ･損益の主要指漂のいずれについて
ち,小規模農協が優れ,大規模農協が劣勢に立っ
ているのは,この無責任体制と無縁ではない｡
つぎに,大規模農協の経済事業の系統利用率の
相対的な高水準も,この無責任体制と無縁ではな
いであろう｡この系統利用率の高水準は,合併し
た大規模農協においてより集積された大規模の事
業量の取扱いにおいて,まず連合会に依存する方
策をとったことの結果であろう｡更に事業と品目
の選択において,連合会の事業として有効であり,
連合会が推進する事業に重点を移行したことの結
果であろう｡云い換えると事業そのものが "連合
会系列型の事業"であったことの結果をしめすに
すぎないものであろう｡ここに大規模農協におい
て,系統関係が系列関係に転化する契機を見出す
ことができる｡
この "連合会系列型の事業"は当然,農協にお
いて対立面をつくる｡それはまず組合員の農協利
用率の低下を結果する｡なぜならば,大規模農協
が連合会系列型の事業を重点とするならば,その
他の事業について組合員農家は農協不利用に傾斜
せざるを得ない｡また,農協と組合員の関係が疎
遠になるならば,組合員農家はあえて農協の事業
戦略の訂正を迫ることをしないであろう｡
つぎに,"連合会系列型の事業"において,直接,
間接の収益が連合会に有利,農協に不利であって
ち,そこから生ずる農協の欠損にたいし,大規模
農協は他の事業収益を以て補填し調整する能力を
有する｡かくて先に指摘した,とくに経済事業に
おいて全農,経済連の利益の発生,農協における
欠損の発生という事態が構造化される一つの契枚
がここに存在すると云うことができる｡
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